平成23年３月
大阪府福祉部障がい福祉室
障がい者手帳交付事務の権限移譲について
１　概要

地方自治法の規定及び大阪版地方分権推進制度に基づき、次の事務について、平成23年４月から順次希望する市町村に権限移譲を行います。

· 身体障がい者手帳の交付事務
· 精神障がい者保健福祉手帳の交付事務

これにより、権限を移譲した市町村では、それぞれの市町村から手帳を交付します。市町村別の移譲時期については、別添「市町村別移譲時期一覧」をご覧ください。

２　権限移譲の効果
· 障がい者手帳の申請から交付までの期間に短縮が見込めます。
· 住民に身近な市町村が、一元的にサービスを提供することができます。
３　権限移譲後の手帳　
· 手帳の交付対象となる方に変更はありません。
· これまで大阪府が交付した手帳は、権限の移譲後も有効です。

４　権限を移譲しない事務

· 社会福祉審議会への諮問（身体障がい者手帳）

· 指定医の指定（身体障がい者手帳）

· 診断書の判定（精神障がい者保健福祉手帳）
【参 考】　
○　大阪版地方分権推進制度

分権時代にふさわしい府と市町村の関係を確立するため、現行法制度の枠組みの中で、市町村の自主的判断と選択に基づき、府から市町村への住民に身近な事務の移譲、府の市町村に対する関与の廃止縮小等、府から市町村への分権を推進するとともに、府・市町村間の連携を一層強化することにより、まちづくりの推進、住民サ－ビスの向上等、市町村行政の充実を図り、あわせて大阪が地方分権を先導する役割を果たすことを目的とする。

○　権限移譲の根拠
· 地方自治法第252条の17の２
· 大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例
